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(57)【要約】
【課題】　簡便な方法で被検体内の粘弾性特性を画像化
する。
【解決手段】　超音波送受信プローブと被検体の間に弾
性率と粘性率が既知の粘弾性計測参照層を具備し、時間
変化を伴う被検体への加圧に応じて粘弾性計測参照層と
被検体内部に生じる歪の時間変化と既知の粘弾性計測参
照層の弾性率と粘性率より被検体内部の弾性率と粘性率
の分布を算出する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体に弾性波を送信し、前記被検体内で反射した弾性波を受信して前記被検体内の情
報を取得する被検体情報取得装置であって、
　前記弾性波を受信して電気信号に変換する変換素子と、
　前記変換素子と前記被検体との間に設けられる粘性率と弾性率とが既知な参照層と、
　前記電気信号を用いて、前記被検体と前記参照層とに対して圧力を加えた際に生じる、
前記被検体の歪と前記参照層の歪とを計測する計測手段と、
　前記参照層の粘性率及び弾性率と、前記被検体の歪及び前記参照層の歪と、を用いて、
前記被検体の粘性率（η）を算出する算出手段と、
を有することを特徴とする被検体情報取得装置。
【請求項２】
　前記被検体と前記参照層とに対して加える圧力が、減圧を伴う周期的な加圧であり、
　前記算出手段は、前記周期的な加圧によって生じる前記被検体の歪値の時間変化と参照
層の歪値の時間変化とを用いて、前記被検体の粘性率（η）を算出することを特徴とする
請求項１に記載の被検体情報取得装置。
【請求項３】
　前記算出手段は、前記周期的な加圧によって生じる前記被検体の歪値と前記参照層の歪
値とが描くヒステリシスループの面積を用いて、前記被検体の粘性率（η）を算出するこ
とを特徴とする請求項２に記載の被検体情報取得装置。
【請求項４】
　前記算出手段は、前記周期的な加圧によって生じる前記被検体の歪値の時間変化と前記
参照層の歪値の時間変化との遅延時間を用いて、前記被検体の粘性率（η）を算出するこ
とを特徴とする請求項２に記載の被検体情報取得装置。
【請求項５】
　前記被検体と前記参照層とに対して加える圧力が、瞬間的に一定圧力まで加圧された後
一定圧力を一定時間保持するものであり、前記算出手段は、前記被検体と参照層とを瞬間
的に一定圧力まで加圧された後の該被検体の歪値と該参照層の歪値とを用いて、前記被検
体の粘性率（η）を算出することを特徴とする請求項１に記載の被検体情報取得装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は被検体情報取得装置、特に被検体の粘弾性特性を画像化する被検体情報取得装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　被検体情報取得装置として、超音波診断装置が知られている。超音波診断装置は、非侵
襲に被検体内部の情報を画像化して得るため、医療分野で広く用いられている。
【０００３】
　超音波診断装置においては従来、組織の反射率の違いによって生じる反射エコーから生
体内の構造を映像化する超音波断層像、また血流によって生じる超音波のドプラ効果を利
用して血流速度などを映像化する超音波ドプラ像などが用いられてきた。
【０００４】
　さらに最近では超音波により組織の硬さを計測して組織診断に利用することが行われ始
めている。これは組織の硬さが病理状態と深く関連しているためであり、例えば、乳がん
や甲状腺がんなどの硬化性がんでは正常組織や良性腫瘍よりも硬くなることが知られてい
る。
【０００５】
　また、近年、乳腺腫瘍において、がんと良性腫瘍では粘性特性がことなることが報告さ
れており、組織診断において組織の硬さ計測だけでなく粘性特性も含めた粘弾性特性評価
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が求められている。そのため超音波を用いて生体内の粘弾性特性の分布を計測するととも
にそれらの分布を画像化し、従来の組織構造の画像と組み合わせることで組織部位のがん
などの診断に利用することが求められている。
【０００６】
　被検体の粘性を算出する超音波診断装置として、特許文献１には超音波を送受信するト
ランスデューサの表面に圧力センサを設けた超音波プローブを用い、超音波により歪み分
布を計測するとともに圧力センサにより被検体に加える圧力分布を計測し、これらから弾
性、粘性の値を算出することが開示されている。このような構成では歪み分布を計測する
とともに実際に加えられた圧力分布を計測しているためにフリーハンドで計測することが
可能となる。
【０００７】
　また特許文献２には圧力計測の方法として超音波プローブと生体組織の間に弾性率が既
知の計圧用変形部を挟み、圧力を計測する超音波診断装置が開示されている。これは計圧
用変形部の変形を超音波で計測し、計圧用変形部に加わっている圧力（応力）を弾性率と
歪みの関係から算出し、この応力と被検体内部の歪分布より被検体内部の弾性率分布を算
出し表示するものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００７－２２２６０５号公報
【特許文献２】特開２００５－６６０４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら特許文献１に記載のような構成では超音波プローブの構成が複雑になる。
さらに通常超音波を用いて組織の歪み分布計測を行う場合、加える圧力は非常に小さいた
め、通常の圧力センサでは計測が難しく、また超音波プローブ直下に圧力センサを挟むと
超音波の送受信の効率、感度が劣化するため深い部位の計測ができなくなってしまうとい
う課題を有していた。
【００１０】
　また特許文献２では、装置構成は簡便であるが、被検体内の弾性分布を表示するにとど
まり、被検体内部の粘性分布を計測する方法は開示されていない。したがって、簡易な構
成で被検体の粘性を算出し得る装置が求められていた。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述の課題を解決し得る本願発明は、被検体に弾性波を送信し、前記被検体内で反射し
た弾性波を受信して前記被検体内の情報を取得する被検体情報取得装置であって、前記弾
性波を受信して電気信号に変換する変換素子と、前記変換素子と前記被検体との間に設け
られる粘性率（ηｃ）と弾性率（Ｅｃ）が既知な参照層と、前記電気信号を用いて、前記
被検体と前記参照層とに対して圧力を加えた際に生じる、前記被検体の歪（ε）と前記参
照層の歪（εｃ）とを計測する計測手段と、前記参照層の粘性率（ηｃ）及び弾性率（Ｅ
ｃ）と、前記被検体の歪（ε）及び前記参照層の歪（εｃ）と、を用いて、前記被検体の
粘性率（η）を算出する算出手段と、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明においては、簡易な装置構成でありながら、高感度・高解像度の歪分布の計測と
、これをもとにした応力分布の計測からヤング率および粘性係数の分布を算出し、生体内
の粘弾性特性の分布を画像化できる超音波診断装置等の被検体情報取得装置を提供できる
。
【図面の簡単な説明】
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【００１３】
【図１】本発明の被検体情報取得装置である超音波診断装置を示すブロック図
【図２】本発明の粘弾性計測の原理を表す図
【図３】本発明にかかわるヒシテリスループの面積を説明する図
【図４】本発明にかかわる粘弾性分布計測を説明する図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に、図を用いて本発明の実施の形態について、詳細に説明する。
【００１５】
　図１は本実施形態の、被検体情報取得装置である超音波診断装置を示すブロック図であ
る。この超音波診断装置は、超音波を利用して被検体の診断部位についての断層像ととも
に生体組織の粘弾性、とくに弾性率分布に加え粘性率分布に基づく画像を表示するもので
ある。特に図１に示す例では、後述のハンドヘルド型プローブを用いて操作者がプローブ
を通して被検体に周期的な加圧を繰り返すことで粘弾性計測参照層と被検体のそれぞれの
歪を計測するものである。そして、この粘弾性計測参照層の歪と、被検体の歪と、粘弾性
計測参照層の既知である弾性率と粘性率とを用いて、被検体の粘弾性分布を算出し、その
結果を表示するものである。
【００１６】
　図中１はプローブであり、後述の被検体４に弾性波としての超音波を送信する手段と被
検体で反射した弾性波としての超音波を受信して電気信号に変換する手段とを兼ねる変換
素子である変換素子アレイ２と、この変換素子アレイ２と被検体４との間に設けられ、粘
性率（ηｃ）と弾性率（Ｅｃ）が既知な粘弾性計測参照層３とを備えている。また、４は
被検体、５はプローブ１へ制御信号を送信する送信手段、６はプローブ１が備える変換素
子からの電気信号を受信する受信手段である。また、７はプローブ１が備える変換素子か
らの電気信号を用いて、被検体４と粘弾性計測参照層３とに対して圧力を加えた際に生じ
る、被検体４の歪と粘弾性計測参照層３の歪とを計測する計測手段である歪分布検出手段
である。そして８は、計測された粘弾性計測参照層３の歪と、被検体４の歪と、粘弾性計
測参照層３の既知である粘性率及び弾性率とを用いて、被検体４の粘性率を算出する算出
手段である粘弾性分布算出手段である。更に図１の構成では、好ましい形態として画像化
手段９、表示手段１０、及び制御手段１１とを有している。尚、プローブ１は、粘弾性分
布の算出の動作を制御するための制御スイッチ１２も具備している。上述の超音波診断装
置によって、被検体４の粘性率を算出する原理について、以下、説明する。
【００１７】
　本発明の実施の形態では手動または機械駆動によりプローブ１から被検体に周期的な加
圧を行い、同時に弾性定数および粘性定数が既知の粘弾性計測参照層を介してプローブ１
から被検体４へ弾性波としての超音波を送受信し、粘弾性計測参照層３の歪分布と被検体
４内の歪分布とを計測する。
【００１８】
　このような周期的な加圧時に被検体４内の組織に生じる周期的な歪の振幅値は、組織に
粘性がない場合には
【００１９】
【数１】

【００２０】
である。ここでＥは組織の弾性定数（ヤング率）、σ０は期的に加わる応力（圧力）の振
幅である。そのため組織に粘性がない場合には歪の振幅値より組織の弾性が得られる。ま
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た粘弾性計測参照層３に粘性がない場合には逆に歪量より応力が得られることとなる。
【００２１】
　一方組織に粘性がある場合、例えば時間に対して三角波状の周期的な加圧を与えた場合
、組織に生じる周期的な歪の振幅値は、
【００２２】
【数２】

【００２３】
となる。ここでτは組織の粘性率とヤング率の比であり、Ｔは周期的に加えられた加圧の
周期である。このように歪の計測から求められる値はヤング率と粘性率の比でありそれぞ
れを独立に求めることはできない。このため周期的な加圧をおこなうなど時間的に変化し
ていく歪、応力の変化を時系列に計測しながら、計測した歪や応力の値を用いて被検体４
の粘弾性を算出する必要がある。このとき粘弾性計測参照層３の歪の周期的な振幅も層内
の粘性のため
【００２４】
【数３】

【００２５】
となる。（式２）、（式３）ともに周期を非常に大きくとった極限（Ｔ→∞）、即ち十分
な時間をかけて計測を行う場合には（式１）に近似的に近付くことがわかる。しかしなが
ら通常の組織や粘弾性計測参照層３のヤング率と粘性率の比τ、τｃは数秒から数十秒の
時間となりこれに対して十分長い周期をとると計測周期が数分単位の長時間となって実際
の計測に利用することは困難となる。
【００２６】
　次に、先行文献２である特開２００５－６６０４１号公報に記載の技術を用いて、仮に
被検体の粘弾性を算出しようとした場合と、本実施形態に基づく被検体４の粘弾性の算出
とについて、両者を対比しながら説明する。図２には、特開２００５－６６０４１号公報
に基づいて被検体の粘弾性を計測する場合と、本実施形態に基づく粘弾性計測の場合とに
おける、原理を示す。図２（ａ）は特開２００５－６６０４１号公報に基づく被検体の粘
弾性計測の力学的モデルである。図２（ｂ）は本発明に基づく被検体４の粘弾性計測の力
学的モデルである。図２（ａ）では粘弾性計測参照層の粘性を考えないため、被検体に加
わる応力σは、（式１）に表わしたように計測された歪に既知の粘弾性計測参照層のヤン
グ率Ｅｃをかけることで求めている。被検体の弾性のみを計測する際に数分～十数分の十
分な時間をかけ時間的変化が収束した時点で計測を行えば特開２００５－６６０４１号公
報に記載さてれている如く、計測された粘弾性計測参照層の歪を用いて求めた応力や、こ
れを用いて被検体のヤング率も（式１）に従ったものとなる。しかしながらこのように長
時間で行う計測を手持ちのプローブを用いて超音波画像診断装置で行うには測定時間が長
すぎて実用上困難であった。さらに本質的な問題として被検体の粘性を求めるために、歪
、応力の時間変化を計測する必要があった。即ち長時間経過後の歪、応力では、粘弾性計
測参照層のみならず被検体の粘性の影響も消失してしまうため、短時間の時間間隔での時
間変化を計測する必要がある。このとき被検体と粘弾性計測参照層がそれぞれの粘弾性に
基づいて個別の時間変化を行うため、図２（ｂ）に示す力学的モデルに従って計測を行う
必要がある。特に粘弾性計測参照層として超音波伝搬特性に優れかつ境界での反射を抑制
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するため被検体組織と同等の音響特性を有する部材を用いる場合には粘弾性計測参照層の
もつ粘性を無視することは実用計測上大きな誤差を生じることとなる。このため実用的な
部材からなる粘弾性計測参照層を用いる場合には、粘弾性計測参照層のヤング率のみから
応力を独立に求めることが困難であった。
【００２７】
　これに対し本実施形態のように、粘弾性計測参照層３のヤング率Ｅｃおよび粘性率とヤ
ング率の比τｃが既知であれば、粘弾性計測参照層３の周期的な歪の振幅εｃより（式３
）を用いて応力振幅σ０が求められる。即ち位置にわたる粘弾性計測参照層３の歪計測を
行いその最大・最少値を計測することで歪振幅εｃを求め（式３）より応力振幅σ０が算
出される。
【００２８】
　より一般的な加圧を加える場合には組織に加わる応力の時間変化は
【００２９】
【数４】

【００３０】
と表わされる。ここでσ（ｔ）、εｃ（ｔ）は応力、粘弾性計測参照層３の歪の時間変化
、Ｅｃ、ηｃは粘弾性計測参照層３の既知のヤング率と粘性率である。
【００３１】
　よって少なくとも加圧の一周期にわたって計測された粘弾性計測参照層３の歪から（式
４）を用いて応力の変化を求め、この応力変化の振幅から応力振幅σ０を求めることもで
きる。
【００３２】
　本実施形態の一例では被検体４内と粘弾性計測参照層３の歪分布を時系列に計測する。
これにより被検体４内の特定組織の歪量と、その部位に加圧する部位の粘弾性計測参照層
３の歪量の時間変化を比較し、両者の間の時間ずれ（遅延時間）を算出する。このとき両
者の遅延時間は
【００３３】

【数５】

【００３４】
とかける。ここでτは被検体４の組織の粘性率とヤング率の比であり、τＣは粘弾性計測
参照層３の粘性率とヤング率の比である。粘弾性計測参照層３の粘性率とヤング率が既知
であればこの（式５）より組織の粘性率とヤング率の比τがもとめられ、（式２）を用い
て上で求めた応力振幅σ０と計測された被検体４の歪の振幅より被検体４のヤング率Ｅが
算出される。さらにこれと粘性率とヤング率の比τより被検体４の粘性率が算出される。
【００３５】
　さらに被検体４の組織の粘性率とヤング率の比τを求める他の手法について図３を用い
て説明する。
【００３６】
　周期的な加圧に伴って歪と応力の計測を行い、それぞれの値をグラフにプロットすると
図３（ａ）に示すようなヒシテリスループを描き、このヒシテリスループの面積Ｓ０は粘
性率とヤング率の比τの関数となる。このようにヒシテリスループの面積より粘性を求め
てもよい。さらに煩雑な応力の時間変化を算出するのを避けるために粘弾性計測参照層３
と被検体４の歪の周期的な変化が形成するヒシテリスループを用いてもよい。図３（ｂ）
に周期的な加圧に伴って粘弾性計測参照層３と被検体４の歪をプロットした場合のグラフ
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を示す。このときにもヒシテリスループが作成され、この面積Ｓ１はたとえば上記のよう
に時間に対して三角波状の周期的な加圧を与えた場合以下のように表わされる。
【００３７】
【数６】

【００３８】
　これに（式２）、（式３）を適用すると
【００３９】
【数７】

【００４０】
となる。ここでＴは周期的加圧の周期、εとεｃはそれぞれ、計測で求めた粘弾性計測参
照層３の歪の振幅と被検体４の歪の振幅、τｃは粘弾性計測参照層３の既知の粘性率とヤ
ング率との比である。そのため、左辺のヒシテリスループの面積Ｓ１および右辺の各変数
の値は、τを除いて全て歪の計測で計測できるため、この式を逆に解くことでτの値が求
められる。
【００４１】
　特に周期Ｔを数秒程度の短時間として周期的加圧を行えば
【００４２】
【数８】

【００４３】
の近似式を用いることも可能である。
【００４４】
　さらに（参考文献１）新田・椎名・上野、”Ｈｙｓｔｅｒｅｓｉｓ　Ｐａｒａｍｅｔｅ
ｒ　Ｉｍａｇｉｎｇ　ｏｆ　Ｓｏｆｔ　Ｔｉｓｓｕｅ　ｕｎｄｅｒ　Ｑｕａｓｉ－Ｓｔａ
ｔｉｃ　Ｄｅｆｏｒｍａｔｉｏｎ”，２００３　ＩＥＥＥ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ
Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃｓ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ，ｐｐ．１６０
６－１６０９，２００３　に記載のヒシテリシスパラメタを用いてよい。
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【００４５】
　図３（ｃ）はヒシテリシスパラメタを算出するための基準面積Ｓ２の求め方を表す図で
ある。
【００４６】
　図３（ｃ）は図３（ｂ）と同様に周期的な加圧に伴って粘弾性計測参照層３と被検体４
の歪をプロットした場合のグラフであり、被検体４の歪の最大値と最小値で囲まれる面積
Ｓ２を算出する。ヒシテリシスパラメタＨＰはこの基準面積Ｓ２とヒシテリスループの面
積の比をとることにより以下のように求められる。
【００４７】
【数９】

【００４８】
　このヒシテリシスパラメタＨＰを用いて上記と同様にτの値が求められる。ヒシテリシ
スパラメタを用いた場合には基準面積で規格化されているため、計測の誤差の影響を受け
にくいという利点を有する。さらにτの値を求める際に式を逆に解く場合にも一般に多値
関数となりにくく処理が簡便になるという利点を有する。
【００４９】
　ここでの説明では、簡便のために時間に対して三角波状の周期的な加圧を与えた場合に
ついて式を示したが、加圧方法は周期的に、加圧と減圧を繰り返すものであればよく、加
圧の時間変化パターンに応じて上記に使用した式を図２（ｂ）に示したモデルにもとづく
解析式やシミュレーションで求めたフィッティングのテーブルに用いてもよい。さらに粘
弾性計測参照層を実測して求めたフィッティングのテーブルを用いてもよい。
【００５０】
　また本発明にかかわる別の実施形態の測定方法として、加圧を周期的ではなくステップ
状に加え、被検体４内と粘弾性計測参照層３の歪分布を時系列に計測することもできる。
瞬時的に加圧を加えその後の被検体４内と粘弾性計測参照層３の歪分布を時系列に計測す
る。瞬時的に加圧を加えた場合にも充分な時間かければ粘弾性計測参照層３の粘性の影響
が除去されるが計測時間が長すぎて実用的ではない。そのために周期的に加圧する場合と
同様に短時間の時間間隔での歪値の時間変化を計測する。
【００５１】
　このとき図２（ｂ）に示したモデルでは粘弾性計測参照層３の歪の時間変化ε’（ｔ）
と被検体４内の歪の時間変化εｃ’（ｔ）は以下のようになる。
【００５２】
【数１０】

【００５３】
【数１１】

【００５４】
　計測された粘弾性計測参照層３の歪と既知のヤング率、粘性率から（式１０）を用いて
応力振幅σ０が求められる。さらに計測された被検体４の歪の変化より粘性率とヤング率
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の比τがもとめられる。具体的には被検体４の歪の時間微分の対数を算出すると、
【００５５】
【数１２】

【００５６】
となるため、複数の異なる時点での被検体４の歪の時間微分の対数よりその傾きである粘
性率とヤング率の比τの逆数が求められる。これを（式１１）に適用することで被検体４
のヤング率が求められ、これとτより被検体４の粘性率が算出される。
【００５７】
　以上のヤング率、粘性率の計測（算出）を、被検体４の粘弾性分布計測（算出）に適用
する方法について図４を用いて説明する。図中、３は粘弾性計測参照層、４は被検体、１
３は計測のために加える圧力を示す。圧力１３は粘弾性計測参照層３と被検体４の境界に
略垂直に加えられ、粘弾性計測参照層３と被検体４内の組織は図中鉛直方向（圧力１３の
方向）に歪を生じる。粘弾性計測参照層３では境界に沿ってεｃ１、εｃ２、εｃ３、・
・・の歪分布が生じ、被検体４内ではε１１、ε１２、ε１３、・・・の歪分布が生じ、
これらの歪分布の時間経過を弾性波としての超音波で計測する。圧力１３が図中鉛直方向
に加えられるため、鉛直方向に並んだ粘弾性計測参照層３の歪εｃ１と被検体４の歪ε１
１、ε１２、ε１３、・・・は同一の応力から生じたのである。粘弾性計測参照層３の歪
εｃ１と被検体４の歪ε１１の時間経過に図２（ｂ）のモデルを適用して上記のように歪
ε１１位置でのヤング率と粘性率が算出される。さらに粘弾性計測参照層３の歪εｃ１と
歪ε１２の時間経過よりに歪ε１２位置でのヤング率と粘性率が算出される。同様にして
粘弾性計測参照層３の歪εｃ１と鉛直方向に並んだ位置のヤング率と粘性率が算出される
。粘弾性計測参照層３の歪εｃ１、εｃ２、εｃ３、・・・の歪分布の各位置と鉛直方向
に並んだ被検体４の歪の値を用いて同様の方法を用いることで断面に対するヤング率、粘
性率を算出することができる。
【００５８】
　このような原理に基づき、粘性率と弾性率とが既知な粘弾性計測用の参照層３を、被検
体４で反射した弾性波を受信して電気信号に変換する変換素子である変換素子アレイ２と
被検体４との間に設け、被検体４と参照層３とに対して圧力を加えた際に生じる、被検体
４の歪と参照層３の歪とを、被検体４で反射した弾性波に基づき計測する。そして、この
計測された参照層３の歪と、計測された被検体４の歪と、参照層３の既知である粘性率及
び弾性率とを用いて、被検体の粘性率を算出することが可能となる。
【００５９】
　尚、上述の通り、被検体４と参照層３とに対して加える圧力が、減圧を伴う周期的な加
圧であり、算出手段である粘弾性分布算出手段８は、周期的な加圧によって生じる被検体
４の歪値の時間変化と参照層３の歪値の時間変化とを用いて、前記被検体４の粘性率（η
）を算出することも可能である。
【００６０】
　具体的には、例えば上述の式５で説明したように、算出手段である粘弾性分布算出手段
８は、周期的な加圧によって生じる被検体４の歪値と参照層３の歪値とが描くヒステリシ
スループの面積を用いたり、または上述の式６～８で説明したように、被検体４の歪値の
時間変化と参照層３の歪値の時間変化との遅延時間を用いて、被検体の粘性率（η）を算
出することが可能となる。
【００６１】
　また、上述のとおり、被検体４と参照層３とに対して加える圧力を、瞬間的に一定圧力
まで加圧された後一定圧力を一定時間保持するものとし、算出手段である粘弾性分布算出
手段８は、被検体４と参照層３とを瞬間的に一定圧力まで加圧された後の、被検体４の歪
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【００６２】
　尚、上述の実施形態においては、弾性特性としてヤング率、粘性特性として粘性率を用
いてが、スティッフネス係数、圧弾性係数などの弾性係数と粘度、粘性率などの粘性係数
を利用することもできる。
【００６３】
　さらに、ここで弾性特性として貯蔵弾性率、粘性特性として損失弾性率を用いた場合の
粘性特性の算出方法についても述べる。
粘弾性特性を有する材料に正弦波的に応力σ（ｔ）を与えた場合、歪みε（ｔ）は応力よ
りも位相が遅れる。
【００６４】
【数１３】

【００６５】
δは位相の遅れ分を表す。
【００６６】
　この時、貯蔵弾性率Ｇ’、損失弾性率Ｇ”、絶対動的弾性率｜Ｇ｜は下式で表せる。
【００６７】

【数１４】

【００６８】
　ここで、粘弾性計測参照層の歪みの振幅をεｃ０、被検体の歪みの振幅をεｔ０、粘弾
性計測参照層の歪みと被検体の歪みとの間の位相差をδｔ－ｃとすると、この３つの値は
超音波で計測可能である。また、粘弾性計測参照層の貯蔵弾性率Ｇｃ’、粘弾性計測参照
層の損失弾性率Ｇｃ”、絶対動的弾性率｜Ｇｃ｜、粘弾性計測参照層の歪みの位相δｃは
別途測定することにより、既知のパラメータとなる。
【００６９】
　上記の超音波で計測可能な値と既知のパラメータとを用いることにより、被検体の歪み
の位相δｔ、貯蔵弾性率Ｇｔ’、損失弾性率Ｇｔ”は下式で算出できる。
【００７０】
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【数１５】

【００７１】
　つまり、粘弾性参照層の弾性特性（貯蔵弾性率）、粘性特性（損失弾性率）と粘弾性参
照層と被検体との歪みを用いて、被検体の粘性特性（損失弾性率）を算出することが出来
る。
【００７２】
　このようにして算出した、貯蔵弾性率や損失弾性率は一般的な粘弾性特性の測定器で測
定可能な値であり、例えば摘出組織による機械的粘弾性計測結果と直接比較評価できる。
【００７３】
　次に、実施例に基づき、上述の実施形態における各構成要素の説明と共に、本発明の一
例を説明する。
【実施例１】
【００７４】
　以下に本発明の実施例を図面に基づいて説明する。図１は本発明による超音波診断装置
の実施例を示すブロック図である。各構成要素について、その動作と共に、順に説明する
。
【００７５】
　［粘弾性計測参照層の具体的構成例］
　粘弾性計測参照層３は、弾性波としての超音波を伝搬し吸収や散乱を行わない材質で、
好ましくは保形性や柔軟性、適度な弾性を備えた材質で構成される。超音波の伝搬性は粘
弾性計測参照層３を介して超音波の送受信を行って画像を形成するために重要で、吸収や
散乱による超音波伝搬に減衰が生じると送受信の効率が低下する。このため超音波に対し
て透明な一様材質で減衰定数が小さく好ましくは伝搬速度（音速）が被検体４の平均音速
程度であることが好ましい。さらに被検体４と音響インピーダンスが大きく異なると境界
面で反射が生じ、画像作成のための送受信の効率が低下するため音響インピーダンスの差
が大きくないものである。但し被検体４と音響インピーダンスが一致すると後述の境界面
の検出が困難になるため適度な音響インピーダンス差を有するものである。また粘弾性計
測参照層３を介して被検体を加圧し、粘弾性計測参照層３の変形量を用いて応力（圧力）
分布の計測を行うために保形性や柔軟性、適度な弾性を有するものを用いることが好まし
い。このような材質としてポリビニルアルコールなどの水性ゲルやポリウレタン、ゴム系
材料などが利用できるが、上記特性を有するものであれば他の材料で形成されても構わな
い。但し材料のヤング率、スティッフネス係数、圧弾性係数などの弾性係数と粘度、粘性
率などの粘性係数は既知のものを利用する。粘弾性計測参照層３の厚みは、超音波の伝搬
からは薄い方が好ましいが応力（圧力）分布の計測を高感度に行うためには適度な変形を
生じることが好ましく、また歪分布を検出する領域内に粘弾性計測参照層３が入る必要が
ある。このため厚みとして０．１ｍｍ～５０ｍｍ、好ましくは１ｍｍ～１０ｍｍ程度とす
る。



(12) JP 2012-223565 A 2012.11.15

10

20

30

40

50

【００７６】
　［受信ビーム信号の作成とＢモード画像の表示］
　プローブ１は、機械式または電子式にビーム走査を行って被検体４に超音波を送受信す
るものである。変換素子である変換素子アレイ２は送信手段５からの駆動波形によって駆
動し超音波を発生する変換素子を配列したものである。送信手段５は変換素子アレイ２の
各変換素子への駆動波形を発生すると同時に制御手段１１からの制御に基づいて各変換素
子の駆動タイミングを調整する。変換素子の駆動タイミングを調整することにより各変換
素子で発生する超音波を合成した合成超音波は所定点に収束する超音波送信ビームを形成
する。即ち制御手段１１が送信手段５を制御することで所望深度に収束点を持ち所望方向
へ指向性を有する超音波送信ビームをプローブ１より送信する。制御手段１１は超音波送
信ビームの方向をスイングしてビーム走査を行うセクタ走査を行う。あるいはまた、変換
素子アレイ２上で駆動する変換素子を限定して送信開口を作り、送信開口を移動させるこ
とで超音波送信ビームを略平行に走査するリニア走査を行う。
【００７７】
　受信手段６には、受信回路と整相加算回路が具備されている。受信回路は変換素子アレ
イ２の各変換素子で受信した各受信信号を増幅し、好ましくはＡＤ変換を行って受信信号
を複数の時系列デジタル信号に変換する。整相加算回路は超音波受信ビームを形成するた
めのものである。整相加算回路はデジタル化された各受信信号に制御手段１１によって制
御される遅延時間を与え加算（整相加算）し受信ビーム信号を作成する。受信ビーム信号
は変換素子で受信された信号の受信タイミングが調整された上で加算されたもので、受信
感度に対して指向性と、一点あるいは複数点の収束点をもつ超音波受信ビームを形成する
ことができる。制御手段１１は超音波送信ビームと同期して超音波受信ビームをビーム走
査する。この結果プローブ１から被検体４内部への超音波送信ビームを送信して被検体４
の内部組織で反射された超音波の反射エコー信号を、超音波受信ビーム内で受信した受信
ビーム信号が得られる。制御手段１１のビーム走査により被検体４内部の特定位置あるい
は方向に対する超音波の反射エコー信号に対応した複数の受信ビーム信号が得られる。ビ
ーム走査に対応して受信ビーム信号を配列することで被検体４内の超音波の反射エコー強
度に対応した断層画像が得られる。制御手段１１によりビーム走査を繰り返すことで異な
る時間の断層画像が得られる。
【００７８】
　受信手段６で作成された複数の受信ビーム信号は画像化手段９へ入力される。画像化手
段９では複数の受信ビーム信号より被検体４内の断層構造を反映した白黒濃淡のＢモード
断層画像を形成する。画像化手段９は複数の受信ビーム信号をビーム走査に応じて配列す
るとともに、これらにゲイン補正、フィルタ処理、包絡線検波、ログ圧縮などの信号処理
を行う。さらに信号処理後に画像表示のための輪郭強調、画像フィルタなどの画像処理を
行って表示手段１０への表示信号に変換するためのデジタルスキャン変換回路、アナログ
ビデオ信号のＤＡ変換回路を具備してもよい。制御手段１１からの表示制御に従って表示
手段１０にＢモード断層画像を表示させる。
【００７９】
　表示手段１０はＣＲＴ、ＬＣＤなどの表示装置であり、画像化手段９からの表示信号に
基づいて画像を表示する。
【００８０】
　［歪みを計測する計測手段である歪検出手段の具体的構成例］
　受信手段６で作成された複数の受信ビーム信号はまた、歪分布検出手段７へ入力される
。歪を計測する計測手段である歪分布検出手段７では、複数の受信ビーム信号をもとに被
検体４内および粘弾性計測参照層３の歪分布を検出する。
【００８１】
　歪分布は、周知のカラーフロードプラ法や組織トラッキング法と同様に異なるビーム走
査周期で得られた同一位置の受信ビーム信号間に相関演算を行うことで検出できる。
【００８２】
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　歪分布検出手段７は複数の受信ビーム信号を格納するためのメモリ回路と相関演算回路
を有する。制御手段１１がビーム走査を繰り返すことで得られる複数の受信ビーム信号が
、メモリ回路に格納される。一度のビーム走査で得られる受信ビーム信号の組は、ある時
点での断層画像に対応するフレーム受信ビーム信号データを構成する。異なるフレーム受
信ビーム信号データには、異なる時点でのビーム走査に対応し、異なるフレーム受信ビー
ム信号データ間での対応する位置での受信ビーム信号は、異なる時点でのビーム走査間で
同一位置からの超音波の反射エコー信号となっている。このためこれらの受信ビーム信号
の相関演算を行うことで、異なる時点のビーム走査の間に生じた当該位置での変位が計測
できる。この変位分布をビーム深さ方向で差分することで歪分布を計算する。
【００８３】
　相関演算回路はその入力部分にヒルベルト変換フィルタを有し、異なる時点のビーム走
査で同一位置に対応する二つ受信ビーム信号を解析信号に変換し、これらの複素相関演算
を行う。あるいは受信ビーム信号を直交検波したＩ－Ｑ信号を用いて、異なる時点のビー
ム走査で同一位置に対応する二つ受信ビーム信号間の時系列の瞬時位相遅れを計算し、こ
れを音速で換算して変位を求めてもよい。さらに当該技術分野で知られる複合自己相関法
などを用いて歪計測の精度を向上させてもよい。
【００８４】
　尚、メモリ回路と相関演算回路の具体的な構成として以下のようなものを用いてもよい
。
【００８５】
　初めの例としては、複数のフレーム受信ビーム信号データを格納するメモリ手段と、一
回のビーム走査でとる各ビーム位置に対応した複数の相関演算回路とを具備するものであ
る。メモリ回路に格納された複数フレーム受信ビーム信号データから、異なる時点のビー
ム走査に対応する二つのフレーム受信ビーム信号データを選択し、各ビーム位置に対応し
た相関演算回路へ、二つのフレーム受信ビーム信号データの対応する受信ビーム信号を入
力する。相関演算回路で相関演算を行うことにより、対応するビーム位置でのビーム深さ
方向の変位量分布が得られる。このような構成では、繰り返しビーム走査を行い、取得す
る複数のフレーム受信ビーム信号データから選択して相関演算を行うため、任意の二つの
時点のビーム走査の間での変位が計測できる。この歪を深さ方向に差分をとることで歪量
が計測できる。
【００８６】
　ここではビーム位置ごとに一次元の相関を行う複数相関回路を用いたが、異なるビーム
走査時点でのフレーム受信ビーム信号データに対して二次元相関をとる相関回路を用いる
こともできる。
【００８７】
　また他の例としては、ビーム走査でとる各ビーム位置に対応して、複数のメモリ回路と
複数の相関演算回路を具備するものである。複数のメモリ回路はさらに二つのＦＩＦＯ型
メモリと相関演算結果を一次格納するＴＭＰメモリからなる。繰り返し行われるビーム走
査に対して、各ビーム位置ごとに受信ビーム信号を初めに第一のＦＩＦＯ型メモリに格納
する。第一のＦＩＦＯ型メモリの出力は第二のＦＩＦＯ型メモリと相関演算回路へ入力さ
れ、さらに第二のＦＩＦＯ型メモリの出力は相関演算回路へ入力される。二つのＦＩＦＯ
型メモリは各々一ビーム走査で対応するビーム位置で取得する受信ビーム信号を格納する
メモリ容量を有する。このため繰り返し行われるビーム走査のある時点では時間的に連続
した二ビーム走査での対応するビーム位置での受信ビーム信号が格納されており、この二
つの受信ビーム信号を相関演算回路で演算し、対応するビーム位置でのビーム深さ方向の
変位量分布を求める。ここで得られる変位量分布は、繰り返し行われるビーム走査の時間
的に連続した二ビーム走査間の間に生じるものとなる。複数ビーム走査の間に生じる変位
を求めるためには、相関演算回路での結果を累積加算していけばよく、相関演算回路の演
算結果をＴＭＰメモリ内のデータに加算し結果をＴＭＰメモリへ格納する。さらに変位分
布の深さ方向の差分をとることで歪分布を計算する。本構成は歪分布検出手段７をリアル
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タイム処理に適したパイプライン型処理で実装するのに好適なもので、とくに前記の例に
くらべメモリ回路の容量を小さくとることができる。
【００８８】
　上記二例のいずれの場合にも、各ビーム位置に対応した複数の相関演算回路から、異な
るビーム走査の間に生じるビーム深さ方向の歪分布が得られる。これを各ビーム位置に配
列することで、異なるビーム走査の間に生じる二次元断層についての歪分布が得られる。
上記二例以外にも当該分野で周知の方法で異なる時点のビーム走査で得られたフレーム受
信ビーム信号データを用いて二次元断面の歪分布を検出してもよい。
【００８９】
　尚、本実施例では、特に歪分布をもとめる領域は被検体４のみならず、粘弾性計測参照
層３を含んだ領域で計測する。より詳しくは被検体４と粘弾性計測参照層３の境界部分の
変位量が計測されるように設定され、これより粘弾性計測参照層３の歪分布を算出する。
粘弾性計測参照層３内の変位量の検出は、境界部分を含んだ超音波の反射エコーを含むよ
うに受信ビーム信号を切り出して上記の一連の相関演算を行ってもよいが、以下のような
演算回路を別途設けることもできる。
【００９０】
　一般に粘弾性計測参照層３内部は、超音波に対して略透明であるため、超音波の反射エ
コー信号が非常に小さいものであり、受信ビーム信号も小さなものとなっている。そのた
めこの領域での受信ビーム信号の相関演算結果が誤差を含み不安定なものになることがあ
る。一方被検体４と粘弾性計測参照層３の境界部分はそれらの音響インピーダンスの違い
で局所的に大きな反射エコー信号を発生し、受信ビーム信号およびそれらの相関演算結果
も精度よく検出できる。粘弾性計測参照層３は、厚さ方向に一様材質であり厚さ方向の歪
分布も一定であるため境界部分の変位から求めた歪値を用いれば面内での歪分布が求まる
。
【００９１】
　そのため相関演算回路の入力部に閾値回路を設け、受信ビーム信号の強度が一定以下の
信号を０とおくことで、各受信ビーム信号の先頭領域や粘弾性計測参照層３の厚みに対応
する部分をマスクして相関演算を行い、上記のような不安定性を除くことができる。
【００９２】
　さらに受信ビーム信号の振幅強度が一定以下になる部分を粘弾性計測参照層３内と判断
することにより、直接受信ビーム信号の境界部分を検出し、境界部分位置の異なるビーム
走査に対するフレーム受信ビーム信号データ間の差から、これらビーム走査間の境界部分
の変位を求めてもよい。このように求めた被検体４と粘弾性計測参照層３の境界部分の変
位分布を深さ方向に差分をとることで粘弾性計測参照層３の歪分布を計測してもよい。
【００９３】
　以上のように、各受信ビーム信号ごとに先頭付近によって粘弾性計測参照層３の歪量が
、それ以後の部分によって被検体４の深さ方向にそっての歪分布が算出される。各受信ビ
ーム信号の対応するビーム位置について配列することで、被検体４の断面歪分布と粘弾性
計測参照層３の被検体４の境界に沿った歪分布とが計測される。これらが歪分布検出手段
７から、粘性率を算出する手段である粘弾性分布算出手段８へ入力される。
【００９４】
　［粘性率を算出する手段である粘弾性分布算出手段］
　粘性率を算出する手段である粘弾性分布算出手段８では、前記の原理に従って粘弾性計
測参照層３と被検体４との歪分布と、粘弾性計測参照層３の弾性係数、粘性係数より被検
体４内の弾性率分布と粘性率分布を算出する。
【００９５】
　粘弾性分布算出手段８はマイクロプロセッサ、メモリおよびこれらを制御する制御回路
とデータ転送用のバス回路を用いて構成されてもよく、また汎用ＰＣやＦＰＧＡなどのプ
ログラム可能な処理回路上に、処理ソフトウエアの形で実装されてもよい。
【００９６】
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　このため以下では粘弾性分布算出手段８での処理に関して説明を加える。歪計測のため
に超音波ビームをリニア走査する場合では、各受信ビーム信号に対応する超音波ビームの
各位置が加圧の方向と略一致する。このため、各受信ビーム信号ごとに得られる粘弾性計
測参照層３の歪量とその後の被検体４の深さ方向にそっての歪分布は、図４で説明した鉛
直方向に並んだ同列の歪に対応する。このため歪分布検出手段７の処理を含めて、各受信
ビーム信号ごとに処理を進めることが可能である。超音波ビームをセクタ走査する場合や
その他の走査を行う場合には、走査による超音波ビームの位置と加圧する方向との幾何学
的な関係を用いて、図４で説明した鉛直方向に並んだ列ごとに粘弾性計測参照層３の歪量
と被検体４の深さ方向にそっての歪分布の配列を作成する。このとき被検体４の歪分布の
配列は、超音波ビームの位置と鉛直方向に並んだ列の位置関係から補間計算によって作成
する。以下では説明の簡便のためリニア走査する場合を例とって説明を加えるが、各受信
ビーム信号ごとに対応した粘弾性計測参照層３の歪量と被検体４の深さ方向にそっての歪
分布の配列を、上の位置関係から鉛直方向に並んだデータ列に置き換えることでその他の
ビーム走査方法でも同様の処理が行える。
【００９７】
　一回のビーム走査で取得されるフレーム受信ビーム信号データに対応して、そのビーム
走査のフレーム時刻での断層歪分布データセットが得られる。断層歪分布データセットは
、一回のビーム走査に対応して、その時刻での各受信ビーム信号から得られる粘弾性計測
参照層３の歪量と、被検体４の深さ方向にそった歪値の列からなる。この各受信ビーム信
号ごとの粘弾性計測参照層３の歪量と被検体４の深さ方向にそった歪値のデータセットを
、ビーム歪分布データセットと称する。即ち断層歪分布データセットは各時刻での各受信
ビーム信号に対応した複数のビーム歪分布データセットからなり、断層歪分布データセッ
ト内では、各断層歪分布データセットはビーム走査における超音波ビーム位置に対応する
ことになる。ビーム走査を繰り返すことで異なる時刻の走査に対する複数の断層歪分布デ
ータセットが得られる。
【００９８】
　周期的な加圧を行いながらビーム走査を繰り返すことで、各時刻での断層歪分布データ
セットが得られる。
【００９９】
　加圧の一周期あるいは複数周期が終了した段階で取得した複数の断層歪分布データセッ
トから、粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ１を算出する。加圧
の一周期の間に取得した各時点での断層歪分布データセットから、所望の超音波ビーム位
置に対応するビーム歪分布データセットを抜き出して、データセット内の粘弾性計測参照
層２の歪値の最大値と最小値を求める。これを各超音波ビーム位置に対して行う。加圧の
複数周期に取得した断層歪分布データセットを用いて、一周期にわたる粘弾性計測参照層
２の歪値の平均値を算出し、一周期内での最大値と最小値を求めてもよい。最大値と最小
値は、ビーム歪分布データセット内にある値、すなわち各走査時にデータを取得した時点
での値そのものを用いても良い。あるいはこれらの値を時間に対して内挿して、実際にデ
ータを取得した時点の間の時間の内挿値を最大値、最小値として推定してもよい。そして
、最大値と最小値の差から粘弾性計測参照層歪振幅εｃを算出する。ついで各超音波ビー
ム位置内の深さ方向の各点について粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの
面積Ｓ１を算出する。初めに最小歪εｃｍｉｎを与える時刻から最大歪εｃｍａｘを与え
る時刻にそって、各々の断層歪分布データセット内の所望の超音波ビーム位置に対応する
ビーム歪分布データセットの所望深度における被検体の歪値と、その時点での粘弾性計測
参照層の歪値より例えば台形積分近似、シンプソン積分近似により往路面積を求める。つ
いで最大歪εｃｍａｘを与える時刻から最小歪εｃｍｉｎを与える時刻にそって同様に帰
路時面積を求め、これらの差をとることで粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスル
ープの面積Ｓ１が得られる。同時に各点での被検体の最大歪εｍａｘと最小歪εｍｉｎを
算出し、その差から粘弾性計測参照層歪振幅εを算出する。そして、（式８）を逆に解い
て各点での弾性率と粘性率を算出する。
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【０１００】
　ヒシテリシスループ面積を算出するためのデータ取得は、複数周期の加圧を繰り返すこ
とで精度を向上させることができる。即ち各点において各時刻で得られる粘弾性計測参照
層歪と被検体歪の組を全て用いて面積の計算を行う。その際に粘弾性計測参照層の歪が取
得時間の経過とともに増加している過程に得られたものは往路面積算出に、時間経過とと
もに粘弾性計測参照層歪が減少している過程に得られたものは帰路面積算出に用いればよ
い。最大歪、最小歪も同様に、全ての計測時間にわたる計測歪の最大値、最小値を用いて
もよい。また加圧周期ごとに粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ
１の算出を行い、周期回数で平均値をとってもよい。
【０１０１】
　さらに粘弾性計測参照層３の歪量の一部、あるはビーム歪分布データセットにわたる平
均歪値を算出し、平均歪値の時間経過を計測することで加圧周期時間Ｔを算出してもよい
。即ち，周期的な加算を行う過程で時間的に変化する平均歪値の最大値と最小値をとる時
点の時間差を用いてＴとすることができる。加圧が複数周期にわたる場合には、平均値を
算出しＴとすることもできる。また平均歪として粘弾性計測参照層３の歪量の一部あるい
は平均を利用したが、被検体４内の特定位置の歪量あるいは平均を用いてもよい。
【０１０２】
　これを超音波ビーム位置内での深さ方向の全ての点、さらにビーム走査におけるすべて
の超音波ビーム位置に関して行うことで、被検体断面での弾性率と粘性率の分布を算出す
る。
【０１０３】
　算出された弾性率と粘性率の分布データは、画像化手段９へ入力される。画像化手段９
では複数の弾性率と粘性率の分布データから、被検体４内の粘弾性を反映した粘弾性断層
画像を形成する。画像化手段９ではＢモード断層画像の形成と同様に、粘弾性断層画像形
成にゲイン補正、フィルタ処理、などの信号処理や輪郭強調、画像フィルタなどの画像処
理を行ってもよい。さらに制御手段１１からの表示制御に従って、粘弾性断層画像をＢモ
ード断層画像と交代切り替え、同時並列、重畳合成、などのスタイルで表示手段１０へ表
示させる。また画像化手段９では、歪分布検出手段７で作成された被検体４内の歪分布デ
ータをもとに歪断層画像を作成し、制御手段１１からの表示制御に従って、粘弾性断層画
像、Ｂモード断層画像と交代切り替え、同時並列、重畳合成などのスタイルで表示手段１
０へ表示させてもよい。
【０１０４】
　また、弾性率と粘性率とをそれぞれ、色相、彩度、明度のいずれかに割り当て表示して
も良く、このような表示を行うことで弾性率と粘性率との２つの物性値を直感的に観察す
ることができる。さらにＢモード断層画像と重畳する際には、弾性率と粘性率とのうちの
一方もしくは両方を反映した透明度を設定し重畳してもよく、このように重畳することで
より注目すべき弾性率、粘性率を有する領域の観察を効率的に行うことができる。
【０１０５】
　［粘弾性分布計測動作と粘弾性断層画像の表示］
　ついで粘弾性分布計測に伴い、制御手段１１が行う処理について説明を加える。制御手
段１１では前記のように超音波送受信走査の制御を行って表示手段１０へＢモード断層画
像を表示させる。このとき入力によって歪分布検出手段７を動作させ、歪断層画像をＢモ
ード断層画像と同時または切り替えて表示手段１０へ表示させてもよい。
【０１０６】
　使用者が表示手段１０へＢモード断層画像を確認しながらプローブ１を被検体４の所定
部位へ配置し制御スイッチ１２をＯＮにすることで制御手段１１が粘弾性分布算出手段８
の処理を開始し、粘弾性分布計測動作が始まる。使用者がプローブ１を介して被検体４へ
周期的な加圧を加える間粘弾性分布算出手段８が動作し各時点での断層歪分布データセッ
トを作成する。複数周期にわたる加算を行う際に周期の開始と終了時に制御スイッチ１２
よりサイクルピリオド信号を入力する。制御手段１１ではサイクルピリオド信号の入力か
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ら加圧周期Ｔを算出して粘弾性分布算出手段８への入力とする。周期加圧終了時には制御
スイッチ１２をＯＦＦにすることで粘弾性分布算出手段８での断層歪分布データセットを
作成が終了し、粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ１算出を行っ
て弾性率と粘性率の分布を算出する。算出処理終了後、制御手段１１は画像化手段９を動
作させ粘弾性断層画像を作成し、事前に入力された表示スタイルに従って表示手段１０に
粘弾性断層画像を表示させる。
【０１０７】
　ここでは加圧周期の開始と終了を制御スイッチ１２により入力する構成としたが、前述
のように粘弾性分布算出手段８内で、取得された断層歪分布データセット内のいずれかの
歪の時間変化から加圧周期Ｔを求めればサイクルピリオド信号の入力を不要な構成にでき
る。
【０１０８】
　さらに粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ１算出を全断層歪分
布データセットの取得終了後としたが、データ取得加圧周期回数を指定して、指定回数の
加圧周期終了から粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ１、弾性率
、粘性率の計算を開始してもよい。その使用する断層歪分布データセットを更新しながら
ヒシテリシスループ面積、弾性率、粘性率の算出を行うことで、弾性率と粘性率の分布も
経時的に算出でき、同時に粘弾性断層画像を加圧周期ごとに更新できる。
【０１０９】
　尚、上記説明では、粘弾性計測参照層歪―被検体歪ヒシテリシスループの面積Ｓ１を用
いて弾性率と粘性率を算出したが、ヒシテリシスパラメタを用いて弾性率と粘性率を算出
してもよい。
【０１１０】
　また粘弾性計測参照層歪振幅εｃを算出し、（式３）を用いて、各受信ビーム信号ごと
に対応したビーム位置での応力振幅σ０を算出してもよい。その後、そのビーム位置での
粘弾性計測参照層歪とビーム位置内の深さ方向にそって配列された被検体の歪の時間変化
から各点での粘弾性計測参照層歪の変化と被検体の歪変化の遅延時間を算出し、（式５）
を用いて前記のように弾性率と粘性率を算出してもよい。遅延時間は取得時間ごとに作成
された複数断層歪分布データセット間で最大値、最小値をとる時間の差より求められる。
あるいは各点ごとに変化する粘弾性計測参照層の歪と被検体の歪の時系列データに相互相
関演算を行うことで求めてもよい。
【０１１１】
　また本実施例ではハンドヘルド型プローブを用いて使用者が周期的加圧を行う構成とし
たが、ハンドヘルド型プローブにマイクロモータなどの加振手段を装着したり、プローブ
を加圧する別途加圧手段を設け、制御手段１１からの駆動により、自動的に周期的加圧を
加える構成とすることができる。本構成では周期的に加える加圧周期Ｔなど、加圧の時間
変化が精度よく制御でき、弾性率、粘性率の算出精度が向上できる。
【０１１２】
　またさらに、上述の説明では粘弾性計測参照層３をプローブ１の一部として構成したが
、プローブ１とは別途脱着自由なカプラとして構成することもできる。カプラとして形状
や粘弾性を診断部位に合わせて選択可能とすることができる。このとき制御手段１１には
カプラ種類に応じて弾性率、粘性率を入力または選択可能とし、この値を用いて粘弾性分
布算出手段８で被検体の弾性率と粘性率の分布を算出すればよい。
【実施例２】
【０１１３】
　本実施例は、加圧を周期的ではなくステップ状に加えるものである。実施例１との差異
は、主に粘弾性分布算出手段８の処理にあるため、主に粘弾性分布算出手段８の処理を中
心に差異部分のみを説明する。
【０１１４】
　プローブ１の制御スイッチ１２をＯＮにすると、制御手段１１により粘弾性分布算出手
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段８でビーム走査の各時点に対応して断層歪分布データセットが格納されていく。手動あ
るいは加圧手段により、ステップ状にプローブ１が瞬間的に一定圧力まで加圧され、以降
データ取得が終了するまで加圧を保持する。粘弾性分布算出手段８では、これ以降の異な
る時間に取得した複数の断層歪分布データセット内にある各ビーム歪分布データセットの
粘弾性計測参照層３の歪の時間変化から（式１０）を用いて、そのビーム歪分布データセ
ットの対応するビーム位置での応力振幅σ０が算出される。このとき既知の粘弾性計測参
照層３のヤング率Ｅｃ、およびこれと既知の粘性率から求めたτｃを用い、ステップ状の
加圧からの特定の時間間隔を用いてもよいが、複数点の時間間隔を用いて（式１０）にフ
ィッティングすることで計測精度を向上することが好ましい。
【０１１５】
　異なる時間に取得した複数の断層歪分布データセット内にある各ビーム歪分布データセ
ット内の被検体歪値を用いて、対応する各ビーム位置の深さ方向各位置での被検体歪の時
間変化を抽出する。この各点での時間変化から、（式１２）を用いて被検体各点でのヤン
グ率と粘性率との比τを算出する。初めに被検体歪値の微分を算出するために各断層歪分
布データセットに対応したステップ状の加圧からの特定の時間間隔ごとの被検体歪の増加
を時間間隔でわって歪の近似時間微分値を算出し、（式１２）に従って歪の近似時間微分
値の時間変化傾きから１／τがもとまる。この時も好ましくは多数時間点での歪の近似微
分値からフィッティングにより求める。同時に歪の近似時間微分値の時間変化に対する切
片より
【０１１６】
【数１６】

【０１１７】
の値を求めて、先に求めたτと応力振幅σ０よりヤング率Ｅを求める。
【０１１８】
　これを超音波ビーム位置内での深さ方向の全ての点、さらにビーム走査におけるすべて
の超音波ビーム位置に関して行うことで、被検体断面での弾性率と粘性率の分布を算出す
る。
【０１１９】
　算出された弾性率と粘性率の分布は、第一の実施例と同様に画像化手段９へ入力され、
表示手段１０で粘弾性断層画像を表示する。
【０１２０】
　ここで歪の近似時間微分は、被検体歪の増加を時間間隔でわったものとしたが、高次の
中心差分、前進差分、後退差分などを用いてもよい。
【０１２１】
　本実施例ではステップ状の加圧に対する被検体内と粘弾性計測参照層との歪の時間変化
から、被検体のヤング率と粘性率を求めている。このとき必要な時系列の時間間隔は、上
記のフィッティングなどに使用する場合もふくめ数点から数十点の時点のデータで十分な
精度の計算が可能である。これにより必要な時間ごとの断層歪分布データセットも数セッ
トから数十セットとなり、これを作成するフレーム受信ビーム信号データも数～数十フレ
ームである。これらのデータを作成するためのビーム走査は１～数秒で完了し、粘弾性分
布データを作成するためのデータ取得が短時間ですむという利点を有する。また、実施例
１のように周期的に加圧・減圧を行うことなく、計測データ取得が短時間で行われるとい
う利点を有する。
【符号の説明】
【０１２２】
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　１　プローブ
　２　変換素子
　３　粘弾性計測参照層
　４　被検体
　５　送信手段
　６　受信手段
　７　歪分布検出手段
　８　粘弾性分布算出手段
　９　画像化手段
　１０　表示手段
　１１　制御手段
　１２　制御スイッチ

【図１】 【図２】
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